Marriage Expenses and Marriage-related Saving in Japan by ホリオカ, チャールズ・ユウジ
Title日本における結婚費用とそのための貯蓄
Author(s)ホリオカ, チャールズ・ユウジ












貯蓄…・・.....…… ...ー…チャーノレズ・ユウジ・ホリオカ 17 
金輸出再禁止以降の日本の貿易....…・・・ ・奥 和義 32 
シスモ γディ・ロマン主義の再検討(下〉・・・ -長岡延孝 56 
先進国後進国間関係左国際価値論…… ・小倉 明治 73 
資料紹介
ヴィーン大学講義目録における






































































出所京王百貨匝営業本部広報担当嗣， lrKEIO BIWEEKL Y J (プヲイダル特能
号) (2年ないL3年毎〕















日本における結婚型用とそのための貯蓄 (19) 19 
第2衰 日本における結婚費用の項目別内訳
一一一一一一一一寸金 額 i 剖一一言一寸
項 目 | 切円〕 I (パーセント) I 
婚約 71.3 9.4 
結納 (71.8) I 
婚約記念品 (51.5) I 也8)
雑費 (19.8) I (2.6) 
挙式・披露宴 2白.4 I 37.5 
挙式・披露宴 (2回心 (32.9) 
仲人へのお礼 (12.3) I (1.6) 
雑費 (22.7) I (3均
新婚旅行 101.0 13.3 
新生活の準備 303.7 39.9 
家具・電気製品・台所用品等 (171.8) i (22.6) 
i 着物・洋服・装飾品等 | く75.3) (9.9) 


























とが多し、からである。fJ~えば，三和銀行 0987 ， 34頁〕によると，新婚カップ
ノレの57.0パーセントが新しくアパート，家-，ンションなどを借り， 10.2パー



































t.祝い金など 116.3 14.0 





出所三和担行ホ ムコンサルタソト楓 『挙式前後の出納暫， (調査



















貯蓄目的 四 4 I 1985 I 1蜘 I1同7
75.0 I 7.2 I 75.0 I 76.4 
病気や不時の災害の時に備えるため |σ44〉|川 (31.6)。
lM14301447| 削子供の教育費にあてるため (13.8) I (14.6) I (14.3) く13.2)
ι|叩|“老後の生活資金にあてるため (16.6) i (15.9) I (19.2) マイい叩含む〉の取得ま吋改築| 198 205 204 
などのため (9.0) I (9.9) I (9.0) 
|忽 |lu子供の結婚資金にあてるため (4.5) I (3.5) I (3.3) I (3.0) 
耐久消費財〈自動め車・家具・家電など〉の購入 75 105 108 1| 94 
資金にあてるた (1.1) I (0.9) I (0.8) I (0.9) 
i5215到55147納税資令にあてるため ゆめゆ 〈0.5)I (0.9) 
9.7 I 4.8 I 5.2 I 6.1 
レシャー資金に同ため 1 ο0〕| 〔O (03〕| φ 
|町|肌|日l削特に目的はないが，貯蓄していれば安心だから ゆ5) 俗的 (7.1) I (6.4) 
|1216114| その他 (0.7) I (1.0) I (0.9) i(0.7) 
備考 数字は各目的りために貯蓄をし亡し、る回答者の割合を示す。単位はバー セノト。






いで第5位を占める。 6世帯に 1世帯が結婚のために貯蓄をしており， 20世帯
から30世帯に 1世帯が結婚のための貯蓄に最も重点在置いている。しかもこれ
らの数字は過小評価かも知れない。なぜならば，この調査の質問表では「子供
日本における結婚費用とそのための貯蓄 (23) 23 
第 5妻 日本における目的別の貯蓄目標額
各蓄目的Lのために貯帯額め 名蓄のト〕割を目的合しのために貯帯 標各た給め目的額ののための目を ている世丈こ て(いる世
貯蓄目的 のその貯目的蓄の パー七ン 占める割白目全標合総目(的額パのにー
の(千平円均〕 目標 セン卜
老後白安定 3389 (1) 42.5 (3) 53.5 (1) 
将来の事業資金 3089 (2) 
土地家屋購入 2550 (3) 20.5 (4) 19.4 (2) 
子供の養育 726 (4) 44.7 (2) 12.1 (3) 
子供白結婚 614 (6) 15.3 (5) 3.5 (5) 
不時の支出 363 (7) 75.0 (1) 10.1 (4) 
物 品 購 入 192 (8) 10.8 (6) 0.8 (6) 
レクリエーション 136 (9) 5.2 (8) 0.3 (8) 
車内 税 資 金 5.5 (7) 

















































































1985年における平均世帯人員が3.71人であわ， したがって， 4.54パーセY トの
家計で結婚した人がいたということになる。また，第4表が示している通り，
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3.82 1 3.00 1 0.82 1 
22.23 1 17.45 1 4.78 1 
3.22 1 3.23 1 -0.01 1 
17.28 1 17.35 1 ー0.07
2.66. 1 2.94 1 ー0.28
12.75 I 14.11 1 -1.36 
2.37 I 2五1





























l噌門内噌1.94 1 2.03 
1 1981 噌| -0.08 
1 ._~. i 12.20 1 12.73 -0.53 
2.48 2.59 0.11 
11.63 12.13 -0.50 
2.46 2.37 0.09 
12.36 11.91 0.45 
2.40 2.21 0.19 
12.67 11.68 0.99 
2.33 2.32 0.01 
14.75 14.65 O口9
2.24 2.40 -0.17 
14.71 15.80 -1.09 
2.18 2.41 -0.23 





55年基準改訂国民経曹計罫報告， (算1巻)(大歳有印刷局， 19&6年)， lOB-lll1L 
と同「国民経済計算年報， (昭和田年版) (大蔵省印刷局J 1987年)， 102-103頁，




























0.8パーセ γ ト，家計貯蓄の4.8パーセンりが， これはその後の2年聞の結婚
























(1985)， Horioka (近刊))が， これらの目的のための貯蓄も個々の家計にと
っては重要であるものの経済全体のレベルではそれほど重要ではないという結
果を得た。具体的には，教育関係，住宅関係の貯蓄はそれぞれ日本の家計貯蓄







デ タでありj 価格と数量に分解することが不可能である。提って1 結婚費用の上昇は価格の上
昇と数量の増加の両方を反映Lてし、る。
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